
【平成十九年第三回市議会定例会提案理由説明】　　　　　　　　　決定稿　
　本日、ここに、平成十九年第三回市議会定例会が開会されるにあたり、最近の市政の状況と提案いたしました諸議案につきまして、その大要をご説明申し上げます。

はじめに、三月二十五日の能登半島地震が記憶に新しい中で、平成十六年十月の新潟県中越地震に続き、去る七月十六日には、中越沖地震が発生し、柏崎市をはじめ周辺の多くの地域に甚大な被害をもたらしました。本市においては、被災地に対し、速やかに救援物資を搬送するとともに、被災建築物の危険度判定のために職員を派遣したところであり、被災地の一日も早い復興をお祈り申し上げる次第であります。
本市においては、先月二十八日の早朝、発達した秋雨前線の影響による落雷により、市役所本庁舎では、外線電話や支所との電話網が一時不通となり、照明制御盤や防災行政無線等が故障したほか、美川消防署では、通信機器が使用不能となるなどの緊急事態が発生したところであります。それぞれの被害箇所においては、平常業務に支障が生じないよう迅速かつ効率的に復旧作業に取り組み、市民生活への影響を最小限に止めたところでありますが、庁舎や消防署など防災拠点施設における雷対策の必要性を強く認識したものであります。
特に、災害時においては、現地からの災害情報の伝達や速やかな指揮命令など緊急時の通信確保が不可欠であることから、現在、本庁・支所間においては、衛星電話を利用した災害時通信訓練を毎月実施しているところであります。
なお、「防災の日」である今月一日の土曜日の早朝に、震度五強の地震発生を想定した職員の災害時における情報伝達訓練及び参集訓練を実施し、休日においても、迅速に初動体制の確立ができるよう、危機管理意識の高揚を図ったところであります。

さて、先月二十七日に発足した安倍改造内閣は、「政策実行内閣」として国民生活や地方を重視する政策を進めることとしており、一方、全国市長会においても、かねてから所得や雇用ばかりでなく、医療や住民サービスなど様々な面で地域間格差が拡大していると指摘してきたところであります。安倍総理には、地方の実情に配慮した地域活性化対策の実行はもとより、これから議論が本格化する第二期地方分権改革においては、税収の偏在など、地域間の財政力の格差是正とあわせ、国から地方への税財源移譲を含めた財源の充実強化を強く求めるものであります。
　次に、北陸新幹線の整備状況についてであります。

用地取得につきましては、鉄道・運輸機構、石川県との連携により順次交渉を進めており、地権者のご理解を得て、平成二十一年度までに完了することとしております。

　白山総合車両基地については、これまで、沿線町内会や水路管理者に道路・水路の付け替えについての概要説明を行ってきたところであり、今後は、地元の改善要望等について、詳細設計の中で協議してまいることとしております。特に、車両基地を横断する水路については、全国に例がない延長と幅を有する暗渠の計画となっており、その管理が将来の大きな課題となることから、管理方法について、鉄道・運輸機構と検討を進めているところであります。
また、新幹線の本線によって付け替えが必要となる道路については、鉄道・運輸機構から委託を受けて市が整備することとし、先般、測量・設計業務に関する協定を締結したものであります。
　さらに、新幹線の整備により改築が必要となるＪＲ松任駅の橋上化と駅の南北をつなぐ自由通路の整備については、白山市の玄関にふさわしい機能性と利便性の向上が図られ、賑わいと活力のある住みよいまちづくりに大きな役割を果たすものと考えております。
なお、自由通路の整備については、駅の南北で実施している土地区画整理事業との連携により事業化できるよう、国及び県へ要望活動を行うこととしております。

次に、市営スキー場の民営化とスキー場産業の再生についてであります。
市営スキー場の運営につきましては、白山市観光戦略会議の答申及び市議会のスキー場対策特別委員会での議論を踏まえ、先の六月定例会において、「市は、原則として、スキー場の運営に携わらないこととし、民間事業者による運営を目指す方針」を示したところであります。この方針に基づき、金沢セイモアスキー場及び白山一里野温泉スキー場については、民間資本により設立される運営会社に全面委託することとし、今シーズンから営業するため、関係者と協議を進めております。両スキー場は、白山ろくにおける冬の観光の中心的な役割を担う施設であり、民営化に伴い、より一層の独自性やサービスの向上を図り、魅力あるスキー場として集客力を高め、本市のスキー場産業の活性化に取り組んでいく所存であります。
鳥越高原大日スキー場については、通年利用の体験型施設及びスノースポーツの底辺拡大などのための社会体育施設に機能転換のうえ、地域の皆さんが中心となって設立するＮＰＯ法人等による運営方法について、地元と協議を進めております。

白山白峰温泉スキー場については、県内で唯一、全日本スキー連盟公認のアルペン大回転競技の公認コースを有しており、西山クロスカントリー競技場とともに、石川県のスキー競技力の向上と選手の育成・強化を図る観点から、県に対し、運営経費など財政面の支援を要望するとともに、スキー場の運営主体となる地元やスキー競技関係者などに協力していくこととしております。

白山中宮温泉スキー場については、今シーズンから休止することとしておりますが、地元に対する地域活性化の具体的な方策について、協議を始めたところであります。
以上が、市営スキー場の現在の状況でありますが、今後とも市民や議会の皆様のご理解とご協力を賜りながら、適切な対応に努めていく所存であります。

次に、教育環境の整備充実についてであります。

白山ろくの統合小・中学校の建設につきましては、来年七月の完成を目指して、工事が順調に進められているところであり、現在、基礎工事が概ね完了しております。尾口中学校生徒会のホームページには、建設工事の状況について順次、生徒たちの感想が、工事写真とともに掲載され、新しい学校に大きな期待を寄せている様子が率直に伝わってきます。「白嶺」と名付けられた統合小・中学校が、子ども達の夢や希望を育むとともに、住民の熱意と信頼に応え、地域に開かれた特色ある学校になることをあらためて願うものであります。

美川小学校については、改築工事と併せて行う防音工事が防衛省の国庫補助事業に採択されることとなり、設計業務を行うための条件が整ったことから、今月二十六日に、プロポーザル方式による設計業者の審査会を行う予定であります。

朝日小学校、松南小学校の改築については、それぞれ建設基本構想検討委員会を設置したところであり、学校関係者をはじめ保護者や地域住民から意見をいただき、新しい時代にふさわしい魅力ある学校づくりに向けて検討を進めることとしております。

次に、自治基本条例の制定についてであります。

地方分権が推進される中、本市が自立した都市として市勢の伸展を図っていくためには、一層の行財政改革を図り、安定した財政基盤を確立するとともに、将来都市像である「豊かな自然と共生する自立と循環の都市」を実現するため、市民の積極的な市政参画による協働のまちづくりを進める必要があります。

自治基本条例には、市政の担い手として市民の自覚と責任のもとに、まちづくりの基本理念や原則、市民や行政、議会の役割と責務などを盛り込みたいと考えており、条例制定にあたっては、様々な視点から意見をいただくため、公募委員が半数を構成する自治基本条例策定市民委員会を設置し、第一回の市民委員会を先月二十七日に開催したところであります。なお、来年度の早い時期に、審議内容を提言書として取りまとめ、議会に中間報告をすることとしております。

　次に、電話の市外局番の統一についてであります。
　本市は、八つの市町村が合併したことにより、二つの市外局番が混在しておりますが、市民の一体感の醸成と利便性の向上を図るため、かねてより総務省に、市外局番の統一を要望してきたところであります。今般、手続きが整い、来年三月一日をもって「〇七六番」に統一されることになりました。このため、「〇七六一番」の区域である鶴来地域及び白山ろく地域の住民、企業の皆様には、市外局番とともに市内局番が変更となることから、市民生活や企業活動に極力影響が生じないよう、今後、市広報やあさがおテレビを通じて周知に努めていくこととしております。
次に、法政大学との事業協力による地域づくりについてであります。
　本市においては、魅力ある地域づくりを推進するための事業協力について、本年五月に法政大学と協定を締結し、今般、その第一号として、法政大学の教授陣による遠隔授業が実施されることとなりました。この授業は、法政大学と市民交流センターの講義室をインターネットにより双方向で結び、地域づくりの基礎知識からＮＰＯ法人の運営方法など応用実務までを学ぶものであります。また、地域の活性化を担う中小企業や商店の経営者を対象とした、経営力強化のための体系的な教育プログラムが用意されていることから、多数の市民が参加し、活発な授業が行われることを期待するものであります。
次に、徳光スマートインターチェンジの安全対策についてであります。
　昨年十月から本格運用を開始したＥＴＣ車専用の徳光スマートインターチェンジは、美川インターチェンジと金沢西インターチェンジの中間点にあって、市街地及び周辺の工業団地にも近く利便性が高いことから、八月は、一日当たりの利用台数が平均千二百五十台を超えるなど、昨年よりも増えている状況にあります。しかし、ＥＴＣを装備していない車両の進入が見られることから、この度、その防止対策と通行の安全性の向上を図る工事を実施するため、今月一日から十二月下旬まで運用を一時休止いたしたものであります。再開にあたっては、中日本高速道路株式会社とも連携を図り、これまで以上に利用していただけるよう周知に努めたいと考えております。
それでは、提案いたしました諸議案について、ご説明申し上げます。　　　　　　　　
　提出案件は、決算認定十三件、補正予算案八件、条例案八件、事件処分案五件、報告案件四件の計三十八件となっております。

はじめに、議案第八十五号から第九十七号までの、平成十八年度の一般会計をはじめとする十三会計の決算について、議会の認定を受けるものであります。
その概要についてでありますが、

一般会計につきましては、歳入歳出の差引である形式収支が、十二億五千百三十五万八千円となり、このうち繰越明許費の一億一千九百四十八万一千円を差し引いた実質収支で、十一億三千百八十七万七千円を平成十九年度へ繰り越すことといたしました。

また、国民健康保険などの特別会計及び水道事業会計につきましては、それぞれの事業目的に沿った適切な執行に努めた結果、観光事業特別会計を除き、概ね堅実な決算を結ぶことができました。　

これも、ひとえに、議員各位をはじめ市民の皆様のご理解、ご協力の賜と深く感謝申し上げる次第であります。今後とも、市民福祉の向上を最優先に、事業の必要性や緊急性を考慮し、多様な行政需要に的確に対応するとともに健全な財政運営に努めて参る所存であります。

　

次に、議案第九十八号から第百五号までの平成十九年度補正予算についてであります。

　まず、一般会計につきましては、総額八億六千六百八十六万五千円の増額補正となっております。その主なものとして、
総務費では、コミュニティ助成事業補助金、地域振興事業費、及び平成十八年度決算剰余金の二分の一相当額を財政調整基金に積立するなど、五億七千四百三十九万九千円を計上するものであります。　　

民生費では、障害者自立支援対策臨時交付金事業費、児童クラブ運営費など、四千五百九十五万四千円を
  農林水産業費では、新たな米政策推進事業費、高生産性農業集積促進事業費、及び　いしかわ森林環境基金による森林環境保全事業費など、千六百十八万円を

商工費では、「白山菊酒」のブランド力向上を進める特産品推進事業費、内尾地区土地整理事業費、市営スキー場の民営化に係る運営委託準備事業費、及び　観光事業特別会計への繰出金など、二千八百二十万一千円を

土木費では、能登半島地震による被災住宅再建利子補給金制度の創設など、四百四万六千円を  

消防費では、消防団員の公務災害補償に係る組合負担金として、九十四万八千円を

教育費では、鳥越大日スポーツ施設運営事業費、学校図書館支援センター推進事業費、及び文化財保護事業費など、一億百十四万四千円を
災害復旧費では、雪害や豪雨による林道、河川等の被害に対する復旧費として、三千二百五十一万八千円を
公債費では、鳥越高原大日スキー場に係る元利償還金　六千三百十三万一千円を

それぞれ計上するものであります。

その財源として、国・県支出金、繰越金、諸収入、市債などを充て、収支の均衡を図った結果、一般会計予算総額は 四百八十二億五千二百二十六万五千円となったものであります。
 　

また、特別会計につきましては、その主なものといたしまして、介護保険特別会計では、介護給付費の精算に伴う返還金など、墓地公苑特別会計では、竹松墓地公苑の第二工区造成工事費、観光事業特別会計では、スキー場指定管理委託料など、その他、温泉事業特別会計、下水道事業特別会計、湊財産区特別会計、及び水道事業会計の七会計で、総額八千七百九十二万三千円を増額補正するものであります。

　次に、議案第百六号から第百十三号までの条例案について、ご説明を申し上げます。
　政治倫理の確立のための白山市長の資産等の公開に関する条例の一部を改正する条例につきましては、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律などの施行に伴い、所要の改正を行うものであります。
白山市特別会計条例の一部を改正する条例につきましては、観光事業特別会計のうち、鳥越高原大日スキー場を社会体育施設へ機能変換することに伴い、一般会計へ移し替えるとともに、特別会計の設置目的をスキー場事業に統一するものであります。
白山市行政財産使用料条例の一部を改正する条例につきましては、地方自治法の改正に伴い、引用条項を改正するものであります。
白山市体育施設及び有料公園施設条例の一部を改正する条例につきましては、鳥越高原大日スキー場の用途を、通年利用型の社会体育施設に変更することに伴い、所要の改正を行うものであります。
白山市道路占用料条例の一部を改正する条例につきましては、日本郵政公社が民営化されることに伴い、占用料の減免規定のうち、日本郵政公社に係る部分を削除するものであります。
白山市開発行為の規模及び開発区域の面積を定める条例の一部を改正する条例につきましては、都市計画法の改正に伴い、市街化調整区域での大規模な開発行為の許可基準が無くなることから、許可要件となる開発区域の面積を定めた規定を削除するものであります。
白山市都市公園条例の一部を改正する条例につきましては、バードハミング及びシーサイド松任の敷地を有料公園施設に追加する規定などであります。
白山市営住宅条例の一部を改正する条例につきましては、市営くろゆり住宅が、「白峰温泉総湯・地域交流センター」の建設に伴い廃止となるため、関係規定を削除するものであります。

次に、議案第百十四号から第百十八号までの事件処分案について、ご説明を申し上げます。

白山市土地開発公社定款の変更につきましては、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴い、余裕金の運用方法から郵便貯金の規定を削除することについて、
市道路線の認定につきましては、一般県道内尾口直海線改築工事の完成に伴う旧県道の認定について

財産の取得につきましては、市内四図書館の情報システムを統合するためのシステム機器一式の購入について
「白山市過疎地域自立促進計画の策定について」及び「白山市辺地に係る総合整備計画の策定について」の議決の一部変更につきましては、鳥越高原大日スキー場の社会体育施設への用途変更に伴い、計画の一部を変更することについて、
それぞれ議会の議決を求めるものであります。

次に、報告第十号から第十三号までの報告案件につきましては、

財団法人未智之里、株式会社セイモア内尾、株式会社ツウワン白峰及び株式会社ピークスのそれぞれの経営状況につきまして、地方自治法の定めにより、議会へ報告するものであります。

以上をもちまして、今期定例会に提出いたしました議案の説明を終わりますが、何卒慎重にご審議の上、適切なるご決議を賜りますようお願いいたします。
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